和泉市幼保連携型認定こども園運営事業者の応募にかかる提出書類記載要領
令和５年８月

和泉市教育・こども部こども未来室
［作成上の注意事項］

· 様式１から１６は所定の様式を使用してください（｢別紙｣での記載はご遠慮ください）。

・　提出書類の様式（ワード及びエクセル）データが必要な場合は、市ホームページ（http://www.city.osaka-izumi.lg.jp/）からダウンロードしてください。

· 正本１部とその写し９部の計１０部を提出してください。（紙ファイルに１部ずつ綴じてください。）
［各様式等について］

１．（様式１）和泉市幼保連携型認定こども園運営事業者応募申込書

　①　年月日は、こども未来室へ提出する年月日を記入してください。
②　新設法人は、法人名欄には仮称（例：社会福祉法人　仮称　○○会）を記入してください。この場合、押印は理事長予定者の実印のみで構いません。
③　法人名は、事前審査用の応募申請書に記載された法人名と同一のものを記入してください。
　④　併設する障がい児通所支援事業所の実施主体を選択してください。
実施主体が別法人になる場合は、「障がい児通所支援事業所実施法人申立書」も記入してく
ださい。
障がい児通所支援事業所の実施主体で「併設しない」を選択する場合、必ず事前にこども未
来室に相談したうえで、「障がい児通所支援事業所を併設しないことに関する理由書」も記
入してください。
２．（様式２）応募の動機

　応募に至る動機等を具体的に記入してください。

３．（様式３）教育及び保育理念並びに教育及び保育に対する考え方

　教育及び保育に対する理念と考え方を施設長（園長）予定者が具体的に記入してください。
４．（様式４）幼保連携型認定こども園事業計画書

　大阪府認定こども園の要件並びに設備および運営に関する基準を定める条例（平成１８年１０月３１日大阪府条例第８８号）、和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第３４号）及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領（平成２９年３月３１日内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第１号）その他関係法令を基本として作成してください。なお、各様式はＡ４判ですので、１枚以内で作成してください。

　（様式４－１）施設について
募集要領　３認定こども園の施設整備に関する条件、４用地等に関する条件を参考として記入してください。※平面図や園庭求積図との整合性にご注意ください。

（様式４－２）運営体制について

（１）定員については、募集要領　５認定こども園の運営に関する条件を参考として記入してください。

（２）職員数については、常勤は正職とし、それ以外の職員は非常勤として記入してください。

５．（様式５）経営者一覧表
役員及び役員となるべき者は次の通り記入してください。

　　　新設法人等の場合：就任予定者

　　　既存法人の場合　：現在の役員及び新たに就任する者

· いずれも様式６の作成が必要です。

６．（様式５－２）履歴書（理事長・理事・監事・評議員）
1 当該法人における理事長・理事・監事・評議員（各予定者含む）の全ての役員と施設長予定者の履歴書を提出してください。該当する職名を○で囲んでください。
2 学歴については最終学歴のみ記入してください。

７．（様式６）役員就任誓約書

1 新設法人は様式５の役員となるべき者（就任予定者）全員分が必要です。

2 既存法人は新たに役員に就任する者のみ必要です。すでに役員に就任している者については直近の就任承諾書の写し（原本証明要）を提出してください。

3 住所･氏名は必ず自署し、印鑑を押印してください。

4 新設法人等の場合は、法人の名称は仮称を記入してください。

（ 例：社会福祉法人　仮称　○○会）
８．（様式７）施設長（園長）就任誓約書

1 住所･氏名は必ず自署し、印鑑を押印してください。

2 新設法人等の場合は、法人の名称は仮称を記入してください。

（ 例：社会福祉法人　仮称　○○会）
９．（様式８－１）職員体制計画
1 勤務時間については、勤務予定時間（月）を記入してください。
2 職員数については、様式４－２と一致してください。

3 職員配置基準の対象となる非常勤職員がいる場合については、備考欄に「職員配置基準対象」と記入してください。
4 職員が確保されていない場合は、氏名欄に「予定」と記入してください。また、具体的に職員が確定していない場合は、別途資料を求めることがあります。
5 保育教諭や看護師の確保するための方法について、詳しく記入してください。（開設する際の確保方法だけでなく、開設以降における確保方法についても記入してください。）

１０．（様式８－２～３）履歴書（施設長（園長）・保育教諭）

1 当該認定こども園における施設長（園長）予定者と保育教諭の履歴書を提出してください。該当する職名を○で囲んでください。

2 学歴については最終学歴のみ記入してください。

3 それぞれ資格を証明する書類を添付してください。

4 様式８－１で「予定」と記載した方については、提出する必要はありません。

１１．（様式９）法人設立計画書

　　※新設法人のみ作成してください。

1 設立者又は設立代表者の住所・氏名を記入してください。

2 法人設立の趣意は、できる限り詳しく記入してください。

3 主たる事務所の所在地は、法人本部の所在地（原則として施設と同一所在地）を記入してください。

4 法人の名称は仮称を記入してください。（ 例：社会福祉法人　仮称　○○会）
１２．（様式１０－１）資金計画書

　　幼保連携型認定こども園の用地造成、建築及び運営にあたっての建築資金、運転資金（整備年度の所要経費）等の資金計画を記入してください。

　　補助金は、募集要領の参考資料「施設整備及び運営にかかる補助金等について」を参考にしてください。
　「その他の資金」で贈与金がある場合、様式１０－２を作成し、贈与契約書の写し、残高証明書等確認できる書類の写し（それぞれ原本証明要）を添付してください。他の法人が贈与する場合は、上記書類に加え、その法人の定款の写し、議事録の写し、直近２か年の決算書の写し（それぞれ原本証明要）を添付してください。
「借入金」がある場合には、償還期間・利率を必ず記入し、様式１０－３－１～２を作成してください。

資金計画以外に、既往の借入金がある場合は、様式１０－４を作成してください。
（※１）自己資金
　　預金残高証明書（金融機関が発行したもの）を添付してください。
（※２）その他の資金

　その他の資金がある場合には、その内容を具体的に記入し、その内容を明らかにできる書類の写し（原本証明要）を添付してください。

　
１３．（様式１１－１～４）事業計画（令和６年度～令和９年度）
1 様式１１－１については、令和６年度に行おうとする幼保連携型認定こども園の開設計画、物品購入計画、資金及び債務の弁済計画、職員採用計画、収支見込み、当面の運転資金等について、他の事業を運営する法人の場合にあっては、法人全体の資金との関連についての計画及び経営の見通し等についてもできる限り詳細に記載してください。
2 様式１１－２～４については、令和７年度から令和９年度に行おうとする幼保連携型認定こども園の物品購入計画、資金及び債務の弁済計画、職員採用計画、収支見込み、当面の運転資金等について、他の事業を運営する法人の場合にあっては、法人全体の資金との関連についての計画及び経営の見通し等についてもできる限り詳細に記載してください。
· 金額については、様式１２との整合性にご注意ください。
１４．（様式１２）幼保連携型認定こども園整備・運営資金収支予算内訳表
　①　幼保連携型認定こども園にかかる令和６年～９年度の整備・運営資金について記入してください
　②　該当しない科目については記入する必要はありません。
１５．（様式１３）各室面積表
　※平面図に基づき、幼保連携型認定こども園の各部屋面積等を記入してください。
　※募集要領３　認定こども園の施設整備に関する条件を参考にしてください。
１６．（様式１４）シックハウス対策の考え方
　※施設のシックハウス対策を具体的に記入してください。
１７．（様式１５）土地利用に係る関係機関との協議状況書

　※幼保連携型認定こども園の敷地の利用について、関係機関との協議の状況について記入してください。

　※土地利用にあたって、具体的な課題がある場合には詳細に記載してください。
　　（提出後、内容について関係機関に確認を行います。）
１８．参考例

　贈与契約書の参考例ですので、必要な場合に使用してください。

　なお、新設法人と既設法人では様式が異なりますのでご注意ください。

1 整備及び運営に際し、締結した贈与契約書の写し（原本証明要）を提出してください。
2 住所・氏名は必ず自署してください。

3 印鑑登録印を押印してください。

１９．その他
1 決算書等について

	既存法人
	· 決算書及び貸借対照表の写し（原本証明を行った令和２年度から４年度までの３年度分）

· 原本証明を行った定款の写し

	新設法人
	理事長予定者が法人等を経営している場合
	当該法人等の決算書の写し（原本証明を行った令和２年度から４年度までの３年度分）

	
	上記以外
	（１）令和２年分から４年分の

1 所得税確定申告書(控)

　　　税務署の受付印があるもの

2 所得税青色申告決算書

　　　　税務署の受付印があるもの

3 源泉徴収票及び納税証明（市町村発行のもの）

・個人事業主の場合は、①及び②が必要

・雇用されている場合は、③が必要

　（市町村等の証明日は、令和５年８月１日以降）


2 令和５年度資金収支予算書の写し

　既存法人のみが、令和５年度に実施する法人としての事業に基づく資金収支予算書について、原本証明を行い提出してください。
3 位置図
　幼保連携型認定こども園の位置がわかるよう、最寄りの駅や学校等目印となる施設の入った地図を提出してください。駅からの距離についても表示してください。
4 配置図・平面図・立面図・園庭求積図・排水計画平面図
簡単な図面でも結構ですが、提出する図面はＡ３判で作成し、縮尺表示をしてください。

　　※配置図・平面図作成上の注意
　　・表示する室面積は、様式１３各室面積表の数値と必ず一致させてください。
　　・保育室、一時預かり室、子育て支援室、遊戯室は、建築基準法上の面積に加えて、（　）書で
内法面積を併記してください（小数第２位まで表記）。
　　・園庭、建物内に関わらず、飲料水用設備、手洗い場、足洗い場などの場所を全て表記してください。
　　・エレベーターについては、大阪府福祉のまちづくり条例に留意のうえ表記してください。
　　・大阪府福祉のまちづくり条例に留意のうえ、多目的便所を図面上に表記してください。
　　・窓の表示について、避難経路を設けるべき基準に留意し、掃き出し窓であるか、腰高窓であ
るか、各室の窓毎に表示してください。
　　・室の間仕切りについて、可動式の間仕切りとする場合は点線で表示し、「可動式間仕切り」と表記してください。
　　・各室のドアの形状について、引き戸か、片開きかなどが分かるように図示してください。
　　・駐車場及び駐輪場について、図示するとともに、駐車・駐輪可能台数について必ず表記してください（敷地外にも設ける場合は、その図面も添付してください）。
　　・トイレについては、大人用の大便器・小便器、園児用（0～2歳）（3～5歳）の大便器・小便器をそれぞれ区別ができるよう、トイレ内に異なった記号で便器の表記をしてください。
　　・園庭として利用する地面及び屋上の一部については、図面上でその部分に「園庭」と明記し、
園庭として有効な面積（段差があったり、地面の部分はアスファルト・コンクリート等で整備
される部分は除くこと。）を記載し、遊戯等の配置についても表記してください。
　　・防犯カメラを設置する場合は、設置する位置を図示してください。
　　・調理室については、下処理室や研修室、食品庫、調理員休憩室、調理員トイレ等の表記に留意してください。
　　・障がい児通所支援事業所についても、関係法令を遵守のうえ上記に準じて記載してください。
　　・図面には、必ず施設名（仮称）を入れてください。
5 原本証明の参考例

　原本証明を必要とする書類については下記の参考例をもとに証明してください。

　　この写しは原本に相違ないことを証明する。

　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　社会福祉法人　　○○会　(社会福祉法人　仮称　△△会)

　　　　　理事長　　　　○○　○○　実印

　　　　　（設立代表者　○○　○○）

6 提出書類に関する質問について

　提出書類等を作成する際に質問がある場合には、様式１６「幼保連携型認定こども園運営先法人応募にかかる質問票」に質問事項をご記入のうえ、提出期限までにFAX・E-mailによりこども未来室へご提出ください(電話での質問はご遠慮ください)。

　提出期限後の質問は一切受付できませんのでご注意ください。

　回答は市ホームページ（（http://www.city.osaka-izumi.lg.jp/）に公開します。質問者に対し、個別に回答はしません。なお、回答には日数を要する場合がありますのでご了承ください。

　　提出期限　：　令和５年８月３１日（木）午後５時

　　提出方法　：　FAX・E-mail
　　提出先　：　和泉市教育・こども部こども未来室幼保運営担当
　　　　　　　　　  FAX　  ：　０７２５－４４－３８４４

　　　　　　　　　　E-mail　：　kodomo@city.osaka-izumi.lg.jp
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